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令和４年度 一般会計当初予算

令和４年度は、「第五次塩尻市総合計画第３期中期戦略」の中間年として、また、小口市
政５期目の総仕上げの年として、ＤＸの加速、グリーン社会の実現、地方創生の推進などの
重要課題に対して、国の経済対策に伴う交付金などを積極的に活用し重点配分したほか、本
市が目指す都市像「確かな暮らし 未来につなぐ田園都市」の実現に向け着実に市政を進展
させる事業についても着実に予算へ反映した。

１

（１）感染拡大の防止
・ワクチン接種の推進[231,965千円] 

３回目及び接種年齢到達者等で接種を希望する市民に対して迅速なワクチン接種
が行えるよう、接種体制を確保

・公共施設での感染拡大防止対策[35,479千円]（一部前倒し）

（２）事業や生活・暮らしの支援
・プレミアム付き商品券（第３弾）の発行[200,000千円]

市民生活及び地域経済を下支えし、消費喚起につなげるため
プレミアム付商品券を発行

・中小企業のコロナ対策支援[20,500千円]
・観光産業コロナ対策支援[25,000千円]
・各種イベントの再開[23,627千円]
※いずれも新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用

コロナ克服に向けた事業

確かな暮らしを充実させ未来につなぐ事業２

（１）健康・子育て・教育
🈟医学生奨学資金の募集開始[22,000千円]
・福祉医療費の給付対象年齢拡大[25,530千円]
・こどもインフルエンザ予防接種費助成対象の拡大[1,800千円]
・子宮頸がんワクチン接種の積極勧奨[60,799千円]
🈟マタニティタクシー利用者への助成[1,000千円]
🈟日の出保育園の増築・病後児保育施設の整備[311,659千円]
🈟病児保育の拡充[1,021千円]
・塩尻西部中学校の長寿命化改修 [185,900千円]（前倒し）

（２）インフラ・まちづくり
・令和３年８月大雨災害からの復旧対策[151,574千円]
・小坂田公園の再整備 [510,000千円]（一部前倒し）
・通学路の安全対策の推進[55,000千円]
・生活道路の整備[167,000千円]
🈟危機管理対策本部の機能強化[11,000千円]
🈟防犯カメラ設置による犯罪防止[12,625千円]
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３１２億円（前年度比＋１３億円）

しおじりの未来を切り拓く事業

（１）「デジタル田園都市しおじり」に向けて
【塩尻市DX戦略の推進】
■地域DXの推進
🈟（仮称）地域DXセンターの整備[672,503千円]（一部前倒し）
・塩尻型テレワークモデルの強化[40,371千円]
・塩尻型MaaSの構築[39,000千円]
🈟中小企業のデジタル化促進支援[9,000千円]

■行政DXの推進
🈟住民窓口キャッシュレス決済導入[29,045千円]
🈟市民向けデジタル活用講座の開催[2,200千円]
🈟IT環境の再整備、業務の高度化・効率化[15,191千円]
（市議会の電子化、学校と保護者間連絡システム導入など）
※デジタル田園都市国家構想推進交付金、地方創生拠点整備交付金、
地方創生推進交付金、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用

（２）グリーン社会の実現に向けて
🈟地球温暖化対策実行計画の見直し[5,000千円]
🈟公共施設のLED化推進[23,550千円]
■「循環型社会の形成」に向けた事業の推進 ※以下すべて継続事業
・森林活用推進、木質バイオマス活用促進[145,749千円]
・ISO14001の認証取得[1,600千円]
・省資源・省エネルギー設備導入補助[800千円]
・環境教育の推進[522千円]
・LED防犯灯設置促進[25,120千円]
・県産木材の活用補助[24,600千円]

３

国の「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」に対応し、令和４年度当初予算は
令和３年度補正予算と一体的な「１６か月予算」として編成した。

4月～３月R4.１月R3.12月 ２月

R４当初
312億

9号補正
6.0億

11号補正
5.5億

12号補正
6.3億

13号補正
0.9億

14号補正
11.5億

「１６か月予算」の規模 342.2億円

※「１６か月予算」の編成

・R4→R3
事業前倒し

・子ども５万
・福祉灯油

・子ども５万 ・困窮世帯
１０万

・事業者支援

（執行残を繰り越し）
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令令和和 44 年年度度予予算算のの概概要要  

１ 国の地方財政対策の状況等 

（１）令和 4 年度予算  

国は、策定した「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を速やかに実行に移

すため、令和 3 年度補正予算と令和 4 年度当初予算を一体とした「16 か月予算」と

して編成し、新型コロナウイルス感染症への対応に万全を期すとともに、コロナ後の

新しい社会を見据え、成長と分配の好循環による新しい資本主義の実現に向けて、成

長戦略や分配戦略などに基づき予算を重点配分するとしている。  

（２）令和 4 年度地方財政対策  

一般財源総額について、水準超経費を除く交付団体ベースで前年度を 0.02 兆円上

回る 62.0 兆円を確保している。また、地方税・地方譲与税の見込みが過去最高の 43.8

兆円となったことを受け、地方交付税を前年度より 0.6 兆円増額するとともに、臨時

財政対策債の発行額を前年度より 3.7 兆円抑制し、年度末残高見込みを 2.1 兆円縮減

している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予算編成に係る基本的な考え方 

 

 

 

➢ 一般財源総額         63.9 兆円 （前年度比＋0.7 兆円） 

・地方税、地方譲与税        43.8 兆円（  同   +3.9 兆円） 

・地方特例交付金等          0.２兆円（  同  △0.1 兆円） 

・地方交付税            18.1 兆円（  同  ＋0.6 兆円） 

・臨時財政対策債           1.８兆円（  同  △3.7 兆円） 

➢ 公共施設の脱炭素化の取組等の推進  

公共施設等適正管理推進事業債に「脱炭素化事業」を追加し、  

期間を 5 年延長（R8 まで） 

予
算
編
成
の
柱 

令和４年度は、引き続き新型コロナウイルス感染症に対応するなかで、「第五

次塩尻市総合計画第３期中期戦略」の中間年として、本市が目指す都市像「確か

な暮らし  未来につなぐ田園都市」の実現に向け着実に市政を進展させるととも

に、小口市政５期目の総仕上げの年として、市長マニフェストに掲げる施策の確

実な達成が求められる重要な年となる。  

大変厳しい財政見通しではあるが、限られた経営資源を有効に活用し、主要な

政策課題に対応するとともに、各部が設定したミッションを遂行するため、「第

３期中期戦略及び市長マニフェストの重点化」、「新型コロナウイルス感染症への

対応」、「DX の推進」、「グリーン社会の実現に向けた取り組みの推進」及び「財

源の確保」を柱として、全職員の創意と工夫により予算編成を行った。  

地方財政対策  
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第五次塩尻市総合計画第３期中期戦略の中間年にあたることから、 “中期戦略に掲げ

る施策”及び“市長マニフェスト”を重点分野として、戦略的に事業に取り組むこととし

た。  

→【資料】「第五次塩尻市総合計画  施策体系別予算の概要」（P１３～）  

→【資料】「主なハード事業一覧」（P３１～）  

 

 

 

 

   

 

 

 

  

  

  

 

 

  

 

 

 

 

 

【【第第五五次次塩塩尻尻市市総総合合計計画画第第３３期期中中期期戦戦略略   施施策策体体系系別別予予算算のの状状況況】】   

「 

行
政
経
営
シ
ス
テ
ム
」
・ 

「 

包
括
予
算
制
度
」 

平成２７年度に導入した「行政評

価」、「実施計画」、「予算編成」を効果

的に連動させたＰＤＣＡマネジメン

トによる「行政経営システム」と、各

事業部に「一般財源」を包括的に配分

する「包括予算制度」により、各部長

のマネジメントの下、自律的な予算編

成を行った。  

基本戦略Ａ  

子育て世代に  

選ばれる  

地域の創造  

基本戦略Ｂ  

住みよい  

持続可能な  

地域の創造  

５5.0 億円  

７7.４億円  

＞＞第３期中期戦略及び市長マニフェストの重点化  

プロジェクト１子どもを産み育てる環境の整備   4,426,739 千円  

 施策  1-1 出産・子育てサポート体制の充実    530,728 千円  
1-2 安心して子どもを預けられる環境の充実  

  2,146,740 千円  
1-3 子育て家庭へのきめ細かな支援    1,749,271 千円  

プロジェクト２教育再生による確かな成長の支援 1,071,321 千円  

 施策  2-1 特色ある教育による知・徳・体の向上  777,567 千円  
      2-2 きめ細かな支援による平等な学習機会の提供  
                        293,754 千円  

プロジェクト３産業振興と就業環境の創出    3,540,078 千円  

 施策  3-1 製造業・ＩＣＴ関連産業等の振興     2,847,006 千円  
      3-2 地場産業の振興            166,417 千円  
      3-3 農業の再生              450,864 千円  
      3-4 多様な働き方の創出           75,791 千円  

プロジェクト４地域資源を生かした交流の推進   455,870 千円  

 施策  4-1 観光の振興              201,708 千円  
      4-2 文化・スポーツを通じたにぎわいの創出   

254,162 千円  

プロジェクト５域内循環システムの形成      462,280 千円  

 施策  5-1 地産地消型地域社会への転換      191,088 千円  
      5-2 森林資源の多様な活用の促進      271,192 千円  

プロジェクト６危機管理の強化と社会基盤の最適活用  

    3,281,360 千円  

 施策  6-1 危機管理・防災対策の推進        998,185 千円  
      6-2 都市インフラの最適化        1,356,452 千円  
      6-3 コンパクトシティの推進（持続可能なまちづくり）  

926,723 千円  
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コロナ克服に向け、「感染拡大の防止」や「事業や生活・暮らしの支援」に重点を置

き、地方創生臨時交付金などの財源を活用し積極的に取り組むこととした。  

主な事業  

所属  事業概要  金額（千円）  

ワクチン接種推進室 新型コロナウイルスワクチン接種の推進  231,965 

各所属  公共施設の感染拡大防止対策【一部前倒し】  35,479 

産業政策課 中小企業の資金繰り支援  2,679,800 

「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」活用予定事業  

所属  事業概要  金額（千円）  

産業政策課 プレミアム付き商品券（第 3 弾）の発行  200,000 

産業政策課 中小企業の経営革新支援  14,000 

産業政策課 中小企業の人材確保支援  5,000 

観光課  観光産業（宿泊、交通等）支援  25,000 

官民連携推進課  新規ビジネスモデルチャレンジ支援  1,500 

各所属  感染症対策に配慮したイベントの再開  23,627 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本戦略Ｃ  

シニアが  

生き生きと  

活躍できる  

地域の創造  

基本戦略を  

包括し機能的に  

推進する  

プロジェクト  

６.９億円  

１１.７億円  

＞＞新型コロナウイルス感染症への対応  

プロジェクト７生涯現役で社会貢献できる仕組みの構築  

  445,514 千円  

 施策  7-1 社会や地域で活躍できる場の創出    144,572 千円  
      7-2 生涯を通じた学びと知識や経験の継承  
                        300,942 千円  

プロジェクト８健康寿命の延伸と住み慣れた地域での生活継続  
                       245,741 千円  

 施策  8-1 健康増進の推進             139,138 千円  
      8-2 地域包括ケアシステムの構築       106,603 千円  

プロジェクト９地域ブランド・プロモーション  167,050 千円  

 施策  9-1 認知度向上や地域イメージの浸透（外部コミュニケーション） 134,556 千円  
      9-2 「塩尻」をともに創る誇りや愛着の醸成（内部コミュニケーション）   32,494 千円  

プロジェクト１０  

地域課題を自ら解決できる「人」と「場」の基盤づくり  

1,007,601 千円  

 施策  10-1 地縁コミュニティーの活性化       31,888 千円  
      10-2 知恵の交流を通じた人づくりの場の提供  

                       401,182 千円  
      10-3 行政機能の生産性と住民サービスの向上    

574,531 千円  
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令和３年５月に策定したＤＸ戦略に基づき、「行政ＤＸ」と「地域ＤＸ」の両軸で全

庁的にＤＸを推進するため、特別枠を創設し、積極的に取り組むこととした。  

主な新規事業  

所属  内容  金額（千円）  

官民連携推進課  （仮称）地域 DX センターの整備【一部前倒し】 672,503 

デジタル戦略課 本庁窓口 DX（キャッシュレス決済導入など）  29,045 

デジタル戦略課 市民向けデジタル活用講座の開催  2,200 

議会事務局 議会運営のペーパーレス化  3,453 

産業政策課 中小企業のデジタル化促進  9,000 

教育総務課 学校・保護者間の連絡システム導入  2,215 

各所属  内部事務（人事、財務）などの DX 9,523 
 

新規財源の獲得や DX による経費削減などにより積極的に財源の確保に取り組んだ。  

また、国の補正予算第１号に対応し、国庫支出金や有利な起債を活用するため、令和

４年度に予定していた事業を令和３年度補正予算に前倒し計上することとした。  
 

➢ DX による経費削減  →【資料】「経費削減の取組」（P３３～）  

➢ 事業の前倒し  →【資料】「主なハード事業一覧」（P３１～）  

これまで推進してきた循環型社会形成に向けた取り組みに加え、新たに提案された二

酸化炭素排出量抑制に向けた取り組みに重点配分し、積極的に取り組むこととした。  

主な新規事業  

所属  内容  金額（千円）  

生活環境課 地球温暖化対策実行計画の見直し  5,000 

各所属  公共施設の LED 化推進  23,550 

主な継続事業  

所属  内容  金額（千円）  

農林課  森林活用推進、木質バイオマス活用促進  145,749 

地域づくり課 LED 防犯灯設置促進  25,120 

建築住宅課 県産木材住宅の普及促進  24,600 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

＞＞DX の推進  

＞＞グリーン社会の実現  

＞＞財源の確保  
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３ 予算規模等 
  

令和４年度の予算規模は、一般会計が３１２億円で、３年連続で過去最大となった。  

 なお、国の経済対策に対応し、令和３年度一般会計補正予算（9 号及び１１～１４号）

と一体的に編成した１６か月予算としての規模は、約３４２億円となった。  

（１） 令和４年度予算規模                     （単位：千円、％） 

会  計  名  
令和４年度  令和３年度  増  減  伸  率  

A B (A-B) 4/3 3/2 

一   般   会   計  31,200,000 29,900,000 1,300,000 4.3 6.0 

特
別
会
計 

国民健康保険事業  6,597,642 6,620,706 △23,064 △0.3 △1.1 

奨学資金貸与事業  廃止（※）  30,329 △30,329 皆減  △1.0 

介護保険事業  5,805,171 5,807,589 △2,418 0.0 0.9 

国保楢川診療所事業  33,919 6,059 27,860 459.8 △52.5 

後期高齢者医療事業  864,829 848,807 16,022 1.9 1.8 

小  計  13,301,561 13,313,490 △11,929 △0.1 △0.1 

公
営
企
業
会
計 

水道事業   2,423,137 2,476,942 △53,805 △2.2 0.1 

下水道事業  5,063,220 5,129,452 △66,232 △1.3 △1.2 

農業集落排水事業  421,746 427,889 △6,143 △1.4 △23.6 

小  計  7,908,103 8,034,283 △126,180 △1.6 △2.3 

合  計  52,409,664 51,247,773 1,161,891 2.3 3.0 

※「奨学資金貸与事業」を廃止し、一般会計に統合したもの。  

 
 

（２）  国の補正予算を活用するため令和３年度に前倒した事業一覧  

 

 事業名  事業費（千円）  

前

倒

し

一

覧  

（仮称）地域 DX センター整備事業（官民連携推進課）  602,503 

小坂田公園再整備事業（都市計画課）  333,400 

塩尻西部中学校長寿命化改良事業（教育総務課）  185,900 

小中学校のコロナ対策費（教育総務課）  18,450 

児童館・児童クラブのコロナ対策費（教育総務課）  6,000 

マイナンバーカード関連システム改修費（市民課）  4,587 

県営ため池耐震化・農村基盤整備事業（農林課）  1,708 

上記以外の事業（福祉課１事業・農業委員会１事業）  804 

合        計  1,153,352 
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令和4年度末地方債残高見込285.7億円（△7.4億円）

要因：地方税等の増収に伴う臨時財政対策債発行可能額の減　前年度当初予算比△7.2億円（前年度決算比△4.4億円）

令和4年度一般会計当初予算額　312億円（＋13億円）

要因：投資的経費（旧楢川支所解体4億、日の出保育園増築3億）義務的経費（扶助費3億）その他経費（コロナ対策3億）

４　予算規模・基金残高・起債残高の推移

（１）予算規模

（２）基金残高

令和4年度末基金残高見込66.1億円（△10.1億円）

要因：コロナ対応などに伴う財政調整基金の取り崩し　6億円（前年度と同額）

（３）地方債残高

15.5 15.2 14 14 12.7 10.5 10.6 10.4 9.7 26.3 25.3

119.2 115.8 119.3 121.2 119.7 119.1 123.4 121.5 126.4
124.8 131.3

98.1 102.5 105.6 107.9 109.9 109.6 108.3 111 107.5
121.3 123.3

19.7 33 41.1 31.4 26.7 24.3 31.7 36.1 38.4
26.6 32.1

0

100

200

300

400

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

投資的経費

＋5.5億
312億

その他経費

＋2.0億

義務的経費

＋6.5億

預託金

△1.0億

280 274.5266.5
252.5

269
282279274263.5

299

32.0 32.6
38.1 38.0 38.0 36.4 38.6 41.3 39.0 40.5

34.5

26.2 27.6 

28.7 25.4 27.0 26.6 
29.4 

30.5 30.7 
35.7 

31.6 

10.0

30.0

50.0

70.0

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

財政調整基金

△6.0億

特定目的基金

△4.1億

66.1億

76.2
69.771.8

68.0
65.063.4

58.2

66.8
63.060.2

99.9 110.3 118.5 123.5 126.7 130.0 134.6 135.0 134.3 136.1 132.6

174.5 161.7 162.0 154.1 144.6 135.0 129.4 139.3 152.7 151.0 153.1

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

285.7億293.1287.2
277.6 271.3 274.3264280.5272274.4 265

臨時財政

対策債

△3.5億

その他の起債

+2.1億
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（凡例）

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

R4予算額 うち特定財源 うち一般財源 R3予算額 R4-R3

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

51,611 (47,991) (3,620) 30,329 21,282

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

289,029 (4,371) (284,658) 237,044 51,985

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

79,337 (2,360) (76,977) 80,587 △ 1,250

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

17,192 (11,037) (6,155) 14,374 2,818

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

30,560 (11,964) (18,596) 28,078 2,482

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

未熟児養育医療給付事業 健康づくり課 4,511 (3,573) (938) 4,511 0

出産・子育て安心ネットワーク事業 健康づくり課 1,640 (0) (1,640) 1,670 △ 30

予算事業名 所管課名

事　業　概　要

健康づくり課

　母子保健法に基づき、妊娠・出産・子育てに関する各種健康診査を実施し、妊産婦及び乳幼児の健康の保持増進を図

る。

母子相談支援事業 健康づくり課

６　第五次塩尻市総合計画　施策体系別予算の概要

<基本戦略Ａ>

子育て世代に選ばれる地域の創造 １－１

 出産・子育てサポート体制の充実１　子どもを産み育てる環境の整備

予防対策事務諸経費 健康づくり課

　母子保健法に基づき、妊娠・出産子育てに関する家庭訪問や相談等を通じ、子育てを支援するとともに、妊産婦及び乳

幼児の健康の保持増進を図る。

　　【一部新規】マタニティタクシー助成金　1,000千円

子育て支援センター事業 こども課

奨学資金貸与事業 教育総務課

　育英基金及び大野田育英基金を財源として、高校生及び大学生へ奨学資金の貸付けを行い、経済的に支援するもの。

　また、令和４年度は、新たに設立した「医学生奨学資金貸与制度」の運用により、地域医療を支える医師を目指す方を

経済的に支援し、将来にわたり地域医療を支える人材の育成及び確保を図るとともに、塩尻市に住む子どもから高齢者ま

で、誰もが安心して医療を受けることができる地域医療体制整備につなげる。

　　【一部新規】医学生奨学資金貸付金　22,000千円

　３歳児までの子育てをする家庭に対して、安心して遊べる場所の提供、育児に関する講座の開催及び育児相談を実施

し、子育てを支援する。

　予防接種法に基づき、乳幼児から高齢者まで、予防接種により感染症を予防する。

　令和４年度は、新たに、子どものインフルエンザ予防接種費助成事業の助成対象年齢を“生後６か月から１８歳まで”に

拡大し、子育て世帯の負担軽減とインフルエンザの重症化を防止する。

　また、国の通知に基づきＨＰＶワクチンの積極的な勧奨を再開し、子宮頸がんの発症を予防する。

母子健診事業

新

「 新 」 ・・・ 令和４年度の主な新規事業及び一部新規事業

新

新
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天使のゆりかご支援事業 健康づくり課 16,004 (0) (16,004) 16,004 0

こども広場事業 こども課 40,061 (7,182) (32,879) 46,581 △ 6,520

ファミリーサポートセンター事業 こども課 783 (524) (259) 788 △ 5

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

311,659 (309,709) (1,950) 0 311,659

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

847,039 (97,489) (749,550) 836,601 10,438

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

2,648 (14) (2,634) 43,743 △ 41,095

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

民間保育所支援事業 こども課 515,586 (366,945) (148,641) 504,912 10,674

保育補助員設置事業 こども課 8,213 (0) (8,213) 8,201 12

保育園給食運営費 こども課 301,830 (71,232) (230,598) 296,836 4,994

にぎやか家庭応援事業 こども課 4,497 (0) (4,497) 5,208 △ 711

私立幼稚園支援補助金 こども課 7,315 (1,080) (6,235) 7,088 227

児童館・児童クラブ運営費 教育総務課 142,557 (57,622) (84,935) 131,672 10,885

放課後キッズクラブ運営費 教育総務課 5,396 (1,487) (3,909) 4,222 1,174

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

6,222 (2,091) (4,131) 5,821 401

　子ども達が、それぞれの個性や特性を大切にしながら健やかに成長し、持っている力を十分発揮できるように、元気っ

子相談、フォローアップ訪問、専門機関との連携等の支援を行い、一人ひとりに応じた育ちを切れ目なく、１８歳まで応

援する。

　令和４年度は、元気っ子「のびのび会」の充実を図る。

保育所運営費 こども課

　市内公立保育園１５園の運営を行い、保育を必要とする家庭から児童を受け入れるとともに、地域子育ての拠点として

一時保育等を実施する。

育児支援推進事業 こども課

　就園児及び未就園児とその保護者に対し、あそびの広場などの交流事業を通して、子育ての相談や育児体験等育児支援

を行う。

　令和４年度は、新たに病児保育事業を松本市内の４施設において受け入れができるように連携し、保護者の子育てと仕

事の両立を支援する。

　　【一部新規】病児保育事業負担金　1,021千円

<基本戦略Ａ>

子育て世代に選ばれる地域の創造 １－３

 子育て家庭へのきめ細かな支援１　子どもを産み育てる環境の整備

元気っ子応援事業 家庭支援課

日の出保育園増築事業 こども課

　塩尻児童館利用児童の増加に伴い、日の出保育園２階部分にある未満児等保育室を増築し、合わせて病後児保育施設を

創設する工事を行う。

<基本戦略Ａ>

子育て世代に選ばれる地域の創造 １－２

 安心して子どもを預けられる環境の充実１　子どもを産み育てる環境の整備

新

新
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R4 うち特財 うち一財 R3 増減

6,716 (3,728) (2,988) 9,874 △ 3,158

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

457,907 (141,976) (315,931) 449,435 8,472

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

児童扶養手当支給事業 家庭支援課 238,515 (78,633) (159,882) 235,398 3,117

ひとり親家庭福祉推進事業 家庭支援課 9,142 (2,848) (6,294) 9,268 △ 126

児童福祉施設費 家庭支援課 1,920 (1,440) (480) 1,920 0

家庭支援推進事業 家庭支援課 15,523 (5,520) (10,003) 16,341 △ 818

児童手当支給事業 福祉課 1,013,326 (857,046) (156,280) 1,034,452 △ 21,126

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

58,787 (2,215) (56,572) 37,292 21,495

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

小学校英語活動サポート事業 教育総務課 27,732 (0) (27,732) 23,412 4,320

小学校教育振興諸経費 教育総務課 22,318 (271) (22,047) 23,723 △ 1,405

小学校情報教育推進費 教育総務課 40,435 (0) (40,435) 41,200 △ 765

小学校新学習指導要領対応事業 教育総務課 2,548 (518) (2,030) 6,211 △ 3,663

中学校教育振興諸経費 教育総務課 19,074 (456) (18,618) 18,238 836

中学校情報教育推進費 教育総務課 29,361 (0) (29,361) 28,877 484

中学校新学習指導要領対応事業 教育総務課 1,570 (780) (790) 31,268 △ 29,698

学校給食レシピ公開事業 教育総務課 528 (0) (528) 528 0

小学校給食運営事業諸経費 教育総務課 336,958 (222,606) (114,352) 329,235 7,723

中学校給食運営事業諸経費 教育総務課 191,051 (138,568) (52,483) 192,562 △ 1,511

こども未来塾等運営事業 教育総務課 2,557 (0) (2,557) 2,647 △ 90

<基本戦略Ａ>

子育て世代に選ばれる地域の創造 ２－１

 特色ある教育による知・徳・体の向上２　教育再生による確かな成長の支援

こどもの未来応援事業 家庭支援課

　すべての子どもが夢や希望を持って成長できるよう、子どもの貧困対策に重点的に取り組むとともに、地域等との

ネットワークの構築により、子どもの居場所づくりを推進する。

　早ね早おき朝ごはん・どくしょ市民運動の推進により、子どもの健やかな成長を促す。

　令和４年度は、子どもの学習・生活支援事業の充実を図る。

福祉医療費給付金事業 福祉課

　乳幼児から中学校修了までの児童に対し、子育て家庭への生活支援を行うために、医療費の自己負担分を軽減すること

を目的とした医療費給付を行う。

　障がいのある人やひとり親家庭の母子父子等に対し、安定した生活を支援するために、医療費の自己負担分を軽減する

ことを目的とした医療給付を行う。

　令和４年４月から、乳幼児等の入院・通院の対象年齢を１８歳到達後の３月３１日まで拡大を行う。

教育センター情報教育推進費 教育総務課

　情報教育担当指導主事を中心に、教職員研修や授業支援等を通じてＩＣＴ活用教育を推進する。

　令和４年度は、新たに「学校と保護者の連絡システム」を導入し、保護者との連絡体制の充実を図るとともに、校内業

務の効率化と教職員の負担軽減を図る。

　　【一部新規】学校と保護者の連絡システム導入　2,215千円
新
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地域連携教育推進事業 教育総務課 11,838 (0) (11,838) 11,414 424

小学校特色ある教育活動事業 教育総務課 13,380 (13,380) (0) 10,675 2,705

中学校特色ある教育活動事業 教育総務課 7,080 (7,080) (0) 7,164 △ 84

青少年育成事業 社会教育スポーツ課 8,314 (0) (8,314) 8,815 △ 501

青少年育成施設運営事業 社会教育スポーツ課 4,036 (1,373) (2,663) 4,530 △ 494

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

25,990 (0) (25,990) 25,745 245

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

78,493 (4,901) (73,592) 82,185 △ 3,692

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

6,708 (0) (6,708) 6,810 △ 102

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

7,519 (898) (6,621) 10,949 △ 3,430

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

高等学校等振興事業 教育総務課 3,962 (0) (3,962) 2,927 1,035

小学校補助交付金 教育総務課 5,917 (2) (5,915) 5,986 △ 69

小学校仮設校舎整備事業 教育総務課 21,648 (0) (21,648) 6,347 15,301

塩尻西小学校長寿命化改良事業 教育総務課 3,700 (3,700) (0) 0 3,700

中学校補助交付金 教育総務課 3,238 (1) (3,237) 3,203 35

中学校仮設校舎整備事業 教育総務課 7,128 (0) (7,128) 7,128 0

中学校プール改修事業 教育総務課 39,000 (39,000) (0) 1,600 37,400

小学校教育振興扶助費 教育総務課 38,475 (1,479) (36,996) 36,917 1,558

中学校教育振興扶助費 教育総務課 34,173 (906) (33,267) 33,137 1,036

小学校ＧＩＧＡスクール推進事業 教育総務課

教育相談研究事業 教育総務課

　不登校対策、学力向上対策、学校運営に係る諸施策等への指導・助言や、児童生徒及び保護者に対する相談支援等によ

り、子どもたちへの充実した教育機会の提供に努める。

　令和４年度は、モデル校を中心に不登校児童生徒支援として、ＩＣＴを活用した授業等による「出席扱い」や「成績評

価」を行い、児童生徒の学習保障と意欲向上等につなげる。

まなびサポート事業 家庭支援課

　特別な支援が必要な児童生徒に対し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な学習環境を提供するため、特別支援講

師、支援介助員及び看護師の小中学校への配置、学校訪問、研修会等を行い、特別支援教育を推進する。

<基本戦略Ａ>

子育て世代に選ばれる地域の創造 ２－２

 きめ細かな支援による平等な学習機会の提供２　教育再生による確かな成長の支援

中学校ＧＩＧＡスクール推進事業 教育総務課

　「ＧＩＧＡスクール構想の実現」に向けた学習活動の一層の充実と、主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善

を支援する。

　令和４年度は、「ＩＣＴ支援員」の配置を継続するとともに、中学生への支援として「学習支援コンテンツ（スタディ

サプリ）」の対象を、中学１年生～３年生に拡大する。

新
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主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

68,545 (29,399) (39,146) 69,765 △ 1,220

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

14,900 (3,700) (11,200) 74,100 △ 59,200

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

中小企業融資あっせん事業 産業政策課 2,679,800 (2,550,798) (129,002) 2,719,183 △ 39,383

商工団体活動支援事業 産業政策課 12,677 (0) (12,677) 12,415 262

企業立地促進事業 産業政策課 71,084 (13,391) (57,693) 103,384 △ 32,300

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

2,431 (0) (2,431) 2,431 0

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

161,695 (138,728) (22,967) 147,813 13,882

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

ワイン産業振興事業 産業政策課 2,291 (0) (2,291) 4,185 △ 1,894

木曽漆器振興事業 産業政策課

　産地の誘客・販売の拠点である地場産業振興センターの改修工事、道の駅施設の維持管理を行うとともに、（一財）塩

尻・木曽地域地場産業振興センターの経営支援、木曽漆器工業協同組合等団体の活動支援を行う。令和４年度は、令和３

年度に引き続きセンターの改修工事、また新たに老朽化した道の駅木曽ならかわトイレの改築工事を行う他、産地の後継

者確保のための事業者への奨励金を新たに創設する。

　　【一部新規】後継者確保のための事業者への奨励金　2,880千円

農業再生推進事業 農林課

野村桔梗ヶ原土地区画整理事業 都市計画課

　野村桔梗ヶ原土地区画整理事業を支援し、企業誘致の受け皿となる産業団地Ａ＝１２．７ｈａの整備を促進する。

　令和4年度は、公園の詳細設計業務委託を実施する。

　区画道路 L=1，063ｍのうち L=203ｍの道路築造に要する経費に対し組合に補助金を交付する。

　地域農業の再生に向け、塩尻ワイン大学等により、地域農業の持続的発展と地域活性化を図る。令和４年度は、第３期

ワイン大学を開講する。

<基本戦略Ｂ>

住みよい持続可能な地域の創造 ３－１

 製造業・ICT関連産業等の振興３　産業振興と就業環境の創出

地域企業経営革新プロジェクト推進事業 産業政策課

　地域企業の経営革新を支援するため、塩尻インキュベーションプラザを拠点として、企業訪問・相談等を通じた技術連

携、企業交流機会の創出や、生産性向上のためのICT活用やロボット導入支援等を推進する。令和４年度は、新たに市内企

業における販路開拓・人材採用・生産性向上等の経営課題解決のための伴走支援体制の強化や、社内のデジタル化を目指

す取り組みに対し補助を行う。

　　【一部新規】経営課題解決のための伴走支援体制の強化　3,500千円

　　【一部新規】中小企業デジタル化促進補助金　9,000千円

<基本戦略Ｂ>

住みよい持続可能な地域の創造 ３－２

 地場産業の振興３　産業振興と就業環境の創出

新

新
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主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

38,087 (16,126) (21,961) 28,934 9,153

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

184,444 (117,511) (66,933) 169,622 14,822

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

園芸産地基盤強化等促進事業 農林課 17,580 (1,512) (16,068) 16,245 1,335

有害鳥獣駆除対策事業 農林課 13,885 (271) (13,614) 14,333 △ 448

ぶどうの郷づくり等推進事業 農林課 23,000 (18,878) (4,122) 24,278 △ 1,278

農作物自給率向上事業 農林課 6,810 (4,535) (2,275) 8,247 △ 1,437

農業公社運営事業 農林課 17,075 (0) (17,075) 20,000 △ 2,925

都市農村交流事業 農林課 100 (0) (100) 100 0

農地流動化促進事業 農業委員会 13,044 (7) (13,037) 13,043 1

中山間地域等直接支払事業 農林課 29,710 (19,466) (10,244) 29,645 65

ため池耐震化事業 農林課 18,900 (17,500) (1,400) 33,030 △ 14,130

国営県営農業農村基盤整備事業負担金事業 農林課 59,375 (35,572) (23,803) 47,584 11,791

土地改良施設維持管理適正化事業 農林課 28,854 (21,600) (7,254) 16,946 11,908

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

23,333 (1,500) (21,833) 20,329 3,004

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

40,371 (20,000) (20,371) 36,000 4,371

　「時短就労」のニーズに応える「ＫＡＤＯ＝塩尻型テレワークモデル」を強化し、より多くの希望者が安心して働ける

環境を確立するため、他自治体との連携によって、業務環境、経営、営業それぞれの領域における課題解決を図る取り組

みを支援する。

農業経営体育成支援事業 農林課

<基本戦略Ｂ>

住みよい持続可能な地域の創造 ３－４

 多様な働き方の創出３　産業振興と就業環境の創出

塩尻型テレワークモデル確立・展開事業 官民連携推進課

　地域農業の持続的発展と振興のために、新規就農者と農業の担い手の育成支援や農地集積を行う。令和４年度は、新規

就農者の機械導入事業の拡大等を行う。

土地改良事業 農林課

　各地区等からの要望に基づく農業用施設改修工事や、国庫補助事業の農業水路等長寿命化・防災減災事業に取り組み、

農業用施設の計画的な更新を実施する。

シビックイノベーション推進事業 官民連携推進課

　スナバを拠点とし、社会課題や地域課題を解決する事業やビジネスの創出に取り組む社会起業家等の育成、支援を行

い、持続可能な事業を創出する。令和４年度は、社会的インパクトのある事業を手がける起業家や事業者を支援するた

め、資金や人等の事業構築に必要な資源を補助する。

　　【一部新規】社会的インパクト投資を行う仕組みの構築　3,000千円

<基本戦略Ｂ>

住みよい持続可能な地域の創造 ３－３

 農業の再生３　産業振興と就業環境の創出

新
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R4 うち特財 うち一財 R3 増減

8,227 (5,000) (3,227) 3,118 5,109

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

創業支援事業 産業政策課 500 (0) (500) 500 0

起業家教育事業 産業政策課 2,000 (1,000) (1,000) 2,000 0

ＵＩＪターン促進事業 産業政策課 1,360 (750) (610) 1,360 0

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

97,511 (63,110) (34,401) 89,021 8,490

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

8,434 (2,982) (5,452) 5,000 3,434

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

観光施設整備事業 観光課 22,356 (3,686) (18,670) 41,930 △ 19,574

広域観光推進事業 観光課 9,552 (0) (9,552) 9,569 △ 17

平出遺跡公園事業 平出博物館 7,466 (300) (7,166) 7,731 △ 265

埋蔵文化財保護事業 平出博物館 20,519 (60) (20,459) 9,947 10,572

重伝建整備事業 文化財課 18,508 (12,522) (5,986) 21,205 △ 2,697

楢川地区文化施設運営事業 文化財課 17,362 (1,640) (15,722) 14,608 2,754

　ゲートウェイプラザの基幹施設である塩尻市観光センターの機能を充実すると共に、観光協会の体制強化や地域資源の

磨き上げを行い、観光資源の価値を再認識し、ＳＮＳ等を活用した効果的で価値の高い情報の発信やモデルプランの提案

や旅行商品造成による、観光客の滞在時間の延伸や交流人口の増加を図る。

文化財保存活用地域計画策定事業 文化財課

　市域の文化財等を総合的に捉え、保存・活用していく取組み等を示した「文化財保存活用地域計画」を策定し、先人た

ちから受け継いだ文化財を未来へ継承する。

<基本戦略Ｂ>

住みよい持続可能な地域の創造 ４－１

 観光の振興４　地域資源を生かした交流の推進

観光振興事業 観光課

雇用対策事業 産業政策課

　市内における人材の採用や定着、就職や就労継続を促進するため、塩尻ふるさとハローワークの設置、求人・求職関連

情報の広報、セミナー等の労務対策事業を推進する。令和４年度は、新たに市内企業の人材不足を解消するため、社員採

用のために有料職業紹介事業者等に支払った紹介手数料の一部補助を行う。

　　【一部新規】人材確保支援補助金　5,000千円新
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主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

29,916 (0) (29,916) 10,430 19,486

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

108,365 (7,753) (100,612) 112,191 △ 3,826

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

全国短歌フォーラム事業 社会教育スポーツ課 5,372 (3,773) (1,599) 4,913 459

平出博物館運営事業 平出博物館 14,956 (707) (14,249) 19,477 △ 4,521

ひらいでの里魅力づくり事業 平出博物館 1,247 (0) (1,247) 1,623 △ 376

短歌館運営事業 文化財課 12,921 (564) (12,357) 10,197 2,724

自然博物館運営事業 文化財課 9,577 (700) (8,877) 9,170 407

本洗馬歴史の里運営事業 平出博物館 5,957 (136) (5,821) 6,335 △ 378

市民スポーツ振興事業 社会教育スポーツ課 872 (500) (372) 922 △ 50

競技力向上事業 社会教育スポーツ課 20,132 (0) (20,132) 18,997 1,135

体育施設管理運営事業 社会教育スポーツ課 44,847 (15,937) (28,910) 43,775 1,072

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

5,800 (0) (5,800) 800 5,000

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

183,724 (47,020) (136,704) 173,473 10,251

　脱炭素社会の実現のため、化石燃料の依存から地域資源を活用した地域エネルギーへの転換、再生可能エネルギーの利

用促進を図るとともに、新技術によるエネルギーの利活用等の普及拡大を図る。令和４年度は、新たに2050ゼロカーボン

を第六次総合計画に結びつけるため、塩尻市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の改定に着手する。

　　【一部新規】塩尻市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の改定　5,000千円

資源リサイクル推進事業 生活環境課

　環境負荷が大きい「もえるごみ」「うめたてごみ」の減量を推進するため、分別収集を行う。

○資源物の収集運搬及び中間処理委託

○焼却灰資源化等委託

〇資源物・ごみ収集カレンダー、スマートフォン用のアプリケーションの運用

○資源物の拠点回収

<基本戦略Ｂ>

住みよい持続可能な地域の創造 ５－１

 地産地消型地域社会への転換５　域内循環システムの形成

再生可能・省エネルギー促進事業 生活環境課

　市民が、より地域の歴史や文化に親しみながら学び、地域づくりに役立てるよう、平出遺跡をはじめ市内の考古・歴

史・民俗等の歴史遺産、資料等を公開展示及び活用するための施設として博物館を整備する。令和4年度はコンストラク

ションマネジメント方式を導入し、事業費精査及び今後の発注方法について検討を行う。また、用地測量及び地質調査を

行う。

総合体育館運営事業 社会教育スポーツ課

　総合体育館を指定管理者制度により拠点スポーツ施設として運営し、出会いや交流のきっかけづくりを図る。令和４年

度は延期した開館イベントを実施する。

<基本戦略Ｂ>

住みよい持続可能な地域の創造 ４－２

 文化・スポーツを通じたにぎわいの創出４　地域資源を生かした交流の推進

新平出博物館整備事業 平出博物館

新
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その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

環境教育推進事業 生活環境課 523 (0) (523) 534 △ 11

農産物流通促進事業 農林課 1,041 (217) (824) 1,071 △ 30

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

51,947 (36,000) (15,947) 35,010 16,937

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

75,662 (21,133) (54,529) 74,049 1,613

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

67,872 (30,000) (37,872) 77,790 △ 9,918

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

24,600 (24,600) (0) 24,600 0

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

治山林道事業 農林課 42,377 (33,801) (8,576) 45,107 △ 2,730

木質バイオマス活用促進事業 農林課 7,392 (675) (6,717) 7,423 △ 31

木質バイオマス地域循環システム形成事業 農林課 1,342 (1,342) (0) 1,485 △ 143

　住みよい持続可能な地域の創造に向けて、地域資源である県産木材の利活用を促進するため、県産木材を活用した木造

住宅の新築工事及び住宅の耐震補強工事に併せて行うリフォーム工事に対して補助を行う。

　また、子育て支援や移住・定住を選択基準に設け、安心して産み育てる居住環境を向上させるとともに、移住・定住の

促進を図る。

　松くい虫被害の拡大防止対策とカモシカによる食害対策の実施により健全な森林の維持・向上を図る。令和４年度は、

引き続き緩衝帯を整備し被害侵入・蔓延防止対策を講じる。

森林再生林業振興事業 農林課

　森林の多面的機能と木材生産性を高めるため、森林経営計画による計画的な集約化施業を推進する。また、令和４年度

からは、防災・減災の観点から緊急性の高い森林の整備を市が主体となって取り組む「森林適正管理事業」に着手する。

県産木材住宅普及促進事業 建築住宅課

森林活用推進事業 農林課

　森林公社が主体となり、森林経営計画に基づく集約化施業の推進及び林業事業体等の育成・支援を進める。令和４年度

は公社プロパー職員を１名増員し、洗馬地区外11haで間伐等施業を行うとともに、宗賀地区2haで沢筋内の倒木処理等を

行う「森林多面的機能回復事業」に取り組む。

<基本戦略Ｂ>

住みよい持続可能な地域の創造 ５－２

 森林資源の多様な活用の促進５　域内循環システムの形成

林業被害対策事業 農林課
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主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

21,389 (0) (21,389) 11,364 10,025

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

42,296 (13,500) (28,796) 29,177 13,119

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

117,764 (7,065) (110,699) 102,452 15,312

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

24,025 (15,871) (8,154) 15,314 8,711

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

広域消防負担金 危機管理課 644,004 (4,416) (639,588) 655,481 △ 11,477

消防施設整備費 危機管理課 80,905 (56,700) (24,205) 59,807 21,098

除雪対策事業 建設課 67,802 (5,635) (62,167) 67,974 △ 172

　自主防災組織に対する資機材等の購入費補助や区などが行う防災訓練への補助金交付等を実施し、防災組織や市民によ

る防災活動の活性化を図ることにより、地域防災力の強化と市民の防災意識の向上を目指す。

　防犯協会との連携により、防犯意識の高揚、自主防犯活動の普及を図り、特殊詐欺や侵入窃盗などの被害にあわない安

全安心な地域づくりを目指す。

　市民等に対し防災に関する情報提供体制の拡充を図るため、令和４年度は新たにコミュニティＦＭを利用した防災情報

の提供を行う。また、５年ごとに行っている地域防災計画の見直しを行う。

　　【一部新規】地域防災計画・水防計画の大規模更新　8,503千円

　　【一部新規】コミュニティＦＭを活用した防災情報の提供　2,403千円

消防団諸経費 危機管理課

　市民の安心安全を確保するために、消防団の活動に要する費用負担や消防施設の維持管理を行い、消防力の強化を図

る。消防団員の処遇改善を目的とした国の通知に従い、令和4年度から一般消防団員の年額報酬を引き上げるとともに、災

害出動交付金を出動報酬に改め、あわせて団員個人に直接支給する。また、消防団員の出動等を正確に把握するため、ア

プリケーションを導入し適正な支給を行う。

耐震対策等事業

防災施設・設備等整備事業 危機管理課

　気象観測装置や防災行政無線等、防災・防犯に関する施設の適正な管理を実施し、災害・防犯情報の伝達手段確保と、

被災時に備えた設備の保守・改修により、防災・減災体制の維持を図る。

　また、経年劣化などにより老朽化している防災施設の改修、防災行政無線が聞きづらいエリアの改善についても、その

必要性・重要性を十分検討し、地域の防災・防犯機能が損なわれてしまわないよう、設備の改修・維持を行う。　災害対

応の機能強化を図るため、令和４年度は新たに災害対応のデジタル化のための関連機器の購入、災害対応執務室の効率化

のための執務室改修工事を行う。

　　【一部新規】執務室の災害対応能力の強化　11,000千円

　　【一部新規】公共施設（消防団詰所）への防犯カメラの設置　2,500千円

建築住宅課

　震災から市民の生命及び財産を守るため、昭和５６年以前に建築された木造住宅の耐震診断を実施し、耐震対策工事及

び道路等に面する倒壊の危険のあるブロック塀等の撤去工事等に対して補助を行い、危機管理意識を啓発する。

　大規模盛土造成地における宅地耐震化を図るため、令和２年度に実施した調査を踏まえ、優先度の高い住宅地の詳細地

盤調査を行う。

　　【一部新規】大規模盛土造成地に対する詳細な地盤調査　7,711千円

<基本戦略Ｂ>

住みよい持続可能な地域の創造 ６－１

 危機管理・防災対策の推進６　危機管理の強化と社会基盤の最適活用

防災防犯諸経費 危機管理課

新

新

新
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主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

325,840 (282,700) (43,140) 173,800 152,040

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

32,335 (25,500) (6,835) 7,288 25,047

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

11,311 (10,851) (460) 12,465 △ 1,154

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

176,600 (148,700) (27,900) 70,000 106,600

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

統合型ＧＩＳ共用空間データ作成事業 建設課 75,009 (0) (75,009) 22,407 52,602

道路等維持事業 建設課 324,471 (186,904) (137,567) 292,525 31,946

ごみ処理負担金 生活環境課 223,220 (28,000) (195,220) 257,658 △ 34,438

廃棄物等収集運搬処理事業 生活環境課 130,865 (39,334) (91,531) 133,445 △ 2,580

公園等管理諸経費 都市計画課 54,701 (8,095) (46,606) 50,738 3,963

公園施設長寿命化改修事業 都市計画課 2,100 (0) (2,100) 2,000 100

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

85,325 (73,225) (12,100) 27,410 57,915

　市内商店街等の賑わい創出のため、商店街で実施するイベントや商工団体等が自主的に運営するイベントの支援の他、

商業地の空き店舗利用及び市営大門駐車場等の整備を推進する。令和４年度は、新たに老朽化した大門駐車場の床板改修

工事等を行う。

　令和２年５月に策定した小坂田公園再整備計画に基づき、公園全体の活性化を図るための工事を行う。令和4年度は、展

望駐車場の舗装工事 A=9，250㎡及び進入路拡幅工事 L=530ｍを実施する。

<基本戦略Ｂ>

住みよい持続可能な地域の創造

６－３

 コンパクトシティの推進

（持続可能なまちづくり）６　危機管理の強化と社会基盤の最適活用

商業地活性化事業 産業政策課

　斎場全体の施設長期維持と安定した施設稼動のため、計画的な施設設備の整備を行う。令和４年度は、火葬炉の台車や

熱交換器等について改修を実施する。

霊園管理諸経費 生活環境課

　霊園の管理事務、聖地内の維持管理を行い、市民及び使用者にとって安心・安全で利用しやすい運営を行う。

小坂田公園再整備事業 都市計画課

道路施設長寿命化改修事業 建設課

　道路施設の定期点検や長寿命化修繕計画に基づく修繕及び予防保全対策を実施し、道路施設の維持管理費の平準化・ラ

イフサイクルコストの低減を図る。令和４年度は、日出塩跨線橋補修工事業務委託に着手する。

　　【一部新規】日出塩跨線橋の老朽化に伴う補修事業　64,640千円

斎場施設維持整備費 生活環境課

<基本戦略Ｂ>

住みよい持続可能な地域の創造 ６－２

 都市インフラの最適化６　危機管理の強化と社会基盤の最適活用

新
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R4 うち特財 うち一財 R3 増減

159,300 (149,700) (9,600) 366,000 △ 206,700

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

28,810 (14,385) (14,425) 9,378 19,432

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

46,751 (6,111) (40,640) 44,955 1,796

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

塩尻駅北土地区画整理事業 都市計画課 20,000 (15,000) (5,000) 39,600 △ 19,600

ウイングロード管理事業 都市計画課 87,760 (7,200) (80,560) 87,624 136

輸送対策事業 都市計画課 156,733 (16,750) (139,983) 146,698 10,035

幹線道路整備事業 建設課 124,900 (114,400) (10,500) 172,100 △ 47,200

歩道整備事業 建設課 82,000 (78,400) (3,600) 96,900 △ 14,900

交通安全施設整備事業 建設課 55,000 (39,500) (15,500) 20,000 35,000

交通安全対策事業諸経費 都市計画課 10,622 (0) (10,622) 14,485 △ 3,863

都市緑化推進事業 都市計画課 3,798 (0) (3,798) 3,787 11

市営住宅管理維持補修費 建築住宅課 65,724 (65,724) (0) 68,140 △ 2,416

都市計画道路整備事業 都市計画課

　都市の骨格を形成し、安全で機能的なまちづくりを図るため、効果的かつ効率的な都市計画道路の整備を行う。

　令和４年度は、野村桔梗ヶ原土地区画整理地内の広丘東通線 L=400m及び高原通線 L=190ｍ分の工事負担金を組合に

交付する。

　広丘東通線の高出野村地区（区画整理地南）L=300m及び吉田地区（建部社）L=240ｍを新たに事業化し、測量設計及

び補償調査を実施する。

空き家対策事業 建築住宅課

　管理不全な空き家の改善が図られるよう指導等を行うとともに、利活用可能な空き家については、空き家バンクの活用

や整備、改修、解体費用の補助を行い、移住・定住希望者とのマッチングを進めることにより、空き家の縮減と良好な生

活環境の保全を図る。

都市計画総務事務諸経費 都市計画課

　市街化調整区域の指定既存集落で地区計画の策定を希望する地区に対し、基礎調査の実施及び策定の支援を行うことに

より、既存集落の維持・活性化を図る。

　本市の都市的土地利用に関する整備、開発及び保全の方針を改定するとともに、立地適正化計画の評価・見直しを行う

ことにより、コンパクトで利便性の高い市街地の形成を図る。

　令和４年度は、都市計画マスタープランの改定及び、その一部とみなされる立地適正化計画の評価・見直しを行う。

　　【一部新規】都市計画マスタープラン・立地適正化計画の見直し　19,600千円新
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主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

36,647 (10,000) (26,647) 36,766 △ 119

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

高齢者雇用対策事業 産業政策課 13,682 (1,747) (11,935) 13,682 0

ふれあいセンター洗馬運営費 福祉課 31,085 (11,391) (19,694) 31,094 △ 9

ふれあいセンター広丘運営費 福祉課 39,880 (10,000) (29,880) 41,030 △ 1,150

高齢者生きがいづくり事業 長寿課 3,176 (618) (2,558) 3,432 △ 256

老人福祉センター運営費 長寿課 20,102 (0) (20,102) 19,565 537

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

72,316 (28,609) (43,707) 46,908 25,408

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

4,131 (2,260) (1,871) 2,668 1,463

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

生涯学習支援事業 社会教育スポーツ課 3,469 (71) (3,398) 5,658 △ 2,189

公民館分館施設整備事業 社会教育スポーツ課 36,379 (36,379) (0) 5,387 30,992

公民館事業 社会教育スポーツ課 45,704 (1,500) (44,204) 42,224 3,480

文化会館運営事業 社会教育スポーツ課 132,720 (0) (132,720) 132,720 0

文化会館改修事業 社会教育スポーツ課 6,223 (2,205) (4,018) 51,095 △ 44,872

総合文化センター管理事業 社会教育スポーツ課

　塩尻総合文化センターを健全に維持するための管理運営、修繕を推進する。

　令和４年度は、新たに照明ＬＥＤ化工事を行う。

　　【一部新規】総合文化センター照明LED化　18,084千円

　市芸術文化事業の開催、市民芸術文化活動者の支援により、市民文化の振興を推進する。

　令和４年度は、新たに活動発表機会を設け芸術文化活動者の裾野拡大向けた支援を行う。

ふれあいセンター東部運営費 福祉課

　社会福祉協議会を指定管理としたふれあいセンター東部の運営を行う中で、東部圏域の地域福祉の拠点として適正な事

業等を行う。

　令和４年度は、新たにいきいきホールの照明をLED化する。

　

　　【一部新規】いきいきホール照明LED化　1,815千円

<基本戦略Ｃ>

シニアが生き生きと活躍できる地域の創造 ７－２

 生涯学習を通じた学びと知識や経験の継承７　生涯現役で社会貢献できる仕組みの構築

芸術文化事業 社会教育スポーツ課

<基本戦略Ｃ>

シニアが生き生きと活躍できる地域の創造 ７－１

 社会や地域で活躍できる場の創出７　生涯現役で社会貢献できる仕組みの構築

新

新
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主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

67,267 (10,196) (57,071) 70,385 △ 3,118

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

2,009 (862) (1,147) 1,977 32

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

歯科保健事業 健康づくり課 6,781 (1,039) (5,742) 6,726 55

後期高齢者等保健対策事業 健康づくり課 36,332 (21,325) (15,007) 36,768 △ 436

感染症予防等対策費 健康づくり課 19,374 (198) (19,176) 21,696 △ 2,322

食育推進事業 健康づくり課 7,375 (10) (7,365) 7,264 111

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

40,230 (9,817) (30,413) 41,948 △ 1,718

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

20,671 (0) (20,671) 22,271 △ 1,600

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

45,702 (14,500) (31,202) 37,279 8,423

家庭介護者支援事業 長寿課

　在宅で要介護認定者の介護をしている介護者を支援し、介護者の負担を軽減する。

地域医療推進事業 健康づくり課

　市民が安心して暮らせるよう、医療機関の休日・夜間の診療、一次・二次の救急体制等、地域医療を推進し、市民生活

の向上を図る。また、楢川地区の地域医療の確保を図る。

<基本戦略Ｃ>

シニアが生き生きと活躍できる地域の創造 ８－２

 地域包括ケアシステムの構築８　健康寿命の延伸と住み慣れた地域での生活継続

高齢者等生活支援事業 長寿課

　低所得世帯の一人暮らし高齢者などへの生活支援事業、権利擁護及び訪問歯科健診等を通して在宅生活を継続するため

に支援を行う。

健康増進事業 健康づくり課

　がんによる死亡者の増加とがんの治療費が医療費に大きく影響していることから、がん検診を実施することにより、が

んを早期に発見し、治療に結びつけ重症化を予防し、死亡率を減少させる。

　市民に検診受診を意識づけるとともに、市民の健康の保持増進を図る。

健康づくり支援事業 健康づくり課

　ヘルスアップ委員会をはじめ地域の各団体等と健康課題を共有し、地域の特性に応じた健康づくり支援や、各種健康教

室等の開催、国保特定健診結果相談会における運動指導を実施する。

　また、健康ポイント事業を実施し、市民が生活改善に取り組むきっかけをつくり、市民の健康を守る環境を整備する。

<基本戦略Ｃ>

シニアが生き生きと活躍できる地域の創造 ８－１

 健康増進の推進８　健康寿命の延伸と住み慣れた地域での生活継続
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主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

93,200 (0) (93,200) 25,000 68,200

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

18,049 (0) (18,049) 13,838 4,211

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

地域産品ブランド化事業 観光課 13,327 (1,500) (11,827) 14,407 △ 1,080

関係人口創出事業 官民連携推進課 9,980 (1,600) (8,380) 11,280 △ 1,300

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

32,494 (600) (31,894) 32,229 265

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

9,346 (0) (9,346) 4,024 5,322
地域活性化プラットフォーム事業 地域づくり課

　各地区単位で、地域が主体となって身近な地域課題の解決や、地域の人材育成につながる事業に対して補助金を交付

し、地域活動を支援する。

基本戦略を包括し

機能的に推進するプロジェクト １０－１

 地縁コミュニティーの活性化１０　地域課題を自ら解決できる「人」と「場」の基盤づくり

基本戦略を包括し

機能的に推進するプロジェクト

９－２

 「塩尻」をともに創る誇りや愛着の醸成
　（内部コミュニケーション）９　地域ブランド・プロモーション

広報広聴活動事業 秘書広報課

　市民と行政が情報・課題を共有し、また市政に対する興味や参画を促すため、広報しおじりだけでなくホームページ、

ＳＮＳやYou Tubeなどデジタル媒体の情報発信を強化するなど、市民ニーズに合った効果的な広報活動を行う。

ふるさと寄附金事業 秘書広報課

　ふるさと寄附制度を活用し本市へ寄附を行った寄附者に対し、地場産品をお礼の品として送付する。地場産品を通し、

本市の魅力をプロモーションする。

シティプロモーション・移住支援事業 秘書広報課

　シティプロモーション事業では、本市の魅力をターゲットに訴求するため、魅力発見事業を展開し、本市のファンづく

り及び定住意欲喚起を推進する。令和４年度は、街歩きイベントを行う。

　移住支援事業では、地域での生活を実感できる移住相談のワンストップ体制による、積極的な移住支援を推進する。令

和４年度は、移住相談窓口を外部に設置する。

　　【一部新規】移住相談窓口の設置　8,500千円

基本戦略を包括し

機能的に推進するプロジェクト

９－１

 認知度向上や地域イメージの浸透
　（外部コミュニケーション）９　地域ブランド・プロモーション

新

27



その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

コミュニティ活動支援事業 地域づくり課 9,740 (1,250) (8,490) 7,366 2,374

宗賀支所管理運営費 宗賀支所 4,179 (306) (3,873) 34,685 △ 30,506

北小野支所管理運営費 北小野支所 8,623 (356) (8,267) 20,905 △ 12,282

主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

152,436 (114,175) (38,261) 153,603 △ 1,167

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

19,516 (492) (19,024) 19,378 138

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

3,651 (20) (3,631) 2,442 1,209

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

3,049 (458) (2,591) 4,984 △ 1,935

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

61,736 (53,160) (8,576) 59,986 1,750

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

協働のまちづくり推進事業 市民交流センター 4,477 (2,128) (2,349) 4,630 △ 153

図書館事業諸経費 図書館 154,468 (140) (154,328) 153,385 1,083

市民読書活動推進事業 図書館 1,849 (0) (1,849) 1,976 △ 127

古田晁記念館諸経費 図書館

　古田晁記念館の資料と施設の活用を図るとともに、筑摩書房との連携により出版文化への理解を深める事業を行い、利

用向上につなげる。令和4年度は、展示棟の耐震診断を行い、施設改修と活用に向けた計画を策定する。

図書館サービス基盤整備事業 図書館

　児童図書や一般図書、地域資料の充実を図り、市民生活や地域の課題解決に向けた情報サービス機能を強化する。新図

書館業務システムを活用して、利用者サービスの向上と職員の業務効率化を図る。令和４年度は、県と市町村が協働で導

入を検討している電子ブック共同利用について、試行運用に参加して研究を進める。

　　【一部新規】電子ブック共同利用　246千円

本の寺子屋推進事業 図書館

　本の可能性を考える取り組みである「本の寺子屋」を中心とした講演会や企画展示等を開催し、生涯読書を推進する。

令和４年度は、延期した「本の寺子屋」１０周年の記念講演会などを中心に、事業の充実と一層の周知を図る。

基本戦略を包括し

機能的に推進するプロジェクト １０－２

 知恵の交流を通じた人づくりの場の提供１０　地域課題を自ら解決できる「人」と「場」の基盤づくり

市民交流センター交流企画事業 市民交流センター

　５つの重点分野「図書館、子育て支援・青少年交流、シニア活動支援、ビジネス支援、市民活動支援」を融合させた事

業を実施するとともに、中心市街地のにぎわい創出及びまちづくりを担う人材育成を図る。

市民交流センター管理諸経費 市民交流センター

　市民交流センターの機能を十分に引き出すために施設の適切な維持管理を行います。

新
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主な事業 単位：千円

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

70,000 (70,000) (0) 0 70,000

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

19,515 (5,269) (14,246) 14,076 5,439

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

89,681 (29,334) (60,347) 64,241 25,440

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

8,732 (0) (8,732) 6,092 2,640

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

1,779 (1,779) (0) 4,097 △ 2,318

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

6,094 (4,263) (1,831) 0 6,094

　第六次総合計画の策定に向け、ワークショップやタウンミーティングを実施し、総合計画審議会において議論を行う。

令和４年度は、市民や関係団体へのアンケート調査を実施するとともに、信州大学との共同研究等を活用した政策研究を

行いながら、長期戦略の案を作成する。

基本戦略を包括し

機能的に推進するプロジェクト １０－３

 行政機能の生産性と住民サービスの向上１０　地域課題を自ら解決できる「人」と「場」の基盤づくり

人材育成事業 総務人事課

　普通財産の貸付、遊休資産の活用のほか、固定資産台帳システムによる財産管理などにより、市有財産の効果的かつ適

正な管理を行う。令和４年度は、令和３年度に行った塩尻市公共施設等総合管理計画の見直しに基づいて、個別施設計画

の内容を精査し、より精度の高い計画となるよう見直しを行う。

総合計画策定事業 企画課

　人事評価制度の見直しに合わせて、人事評価、人員配置、昇任昇給、研修の各業務のデータや情報を一体的に連動させ

るクラウドシステムを導入し、業務の効率化と戦略的な人材マネジメントにつなげる人事ＤＸに取り組む。

　自治体ＤＸを推進する人材を育成するため、各職層ごとに求められる必要なスキル、能力を体系的に整理し、民間事業

者と連携して、ＤＸ人材育成プログラムを展開する。

　採用ＤＸを引き続き実施するとともに、ＡＩ適性検査を本格導入することで、コストを抑えながら、採用後の人材育成

に活用できる仕組みを構築する。

　　【一部新規】業務の効率化と戦略的な人材マネジメントにつなげる人事ＤＸ　5,969千円

官民連携推進課

　ＭａａＳやＫＡＤＯで連携する都市部のデジタル関連企業のサテライトオフィスを誘致し雇用と就労を創出する。

　企業、エンジニア、大学、地域デジタル人材、若者が交流し、ＤＸによって地域課題を解決する都市機能を創出する。

行政ＤＸ推進事業 デジタル戦略課

　利便性が高く、誰もが簡単に利用できる行政サービスの提供を図るため、手続きに関するオンライン申請やキャッシュ

レス決済の導入などＩＣＴツールを活用した住民向けサービスを拡充するとともに、ＩＣＴに不慣れな人へのデジタル活

用支援を行う。

財務会計事務スマート化事業 財政課

　財務会計事務のＤＸを推進することで、職員を事務作業から解放し、職員でなければできない、より価値のある業務に

注力できる環境を構築する。令和４年は、電子帳簿保存法改正により電子取引の普及拡大が見込まれることから、本市で

実証中の電子請求を周知し、協力事業者を増やすことにより、地域全体のＤＸ推進を図る。

財産管理事務諸経費 公共施設マネジメント課

（仮称）地域DXセンター整備事業新

新

新
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R4 うち特財 うち一財 R3 増減

71,895 (29,895) (42,000) 75,506 △ 3,611

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

39,000 (34,500) (4,500) 34,000 5,000

R4 うち特財 うち一財 R3 増減

20,000 (10,000) (10,000) 30,000 △ 10,000

その他の関連事業 単位：千円

事業名等 所管課 R4 うち特財 うち一財 R3 増減

法制執務費 総務人事課 8,053 (511) (7,542) 8,094 △ 41

財政管理事務費 財政課 7,659 (442) (7,217) 9,163 △ 1,504

行政評価・改革推進事業 企画課 968 (0) (968) 1,074 △ 106

広域行政推進事業 企画課 13,041 (0) (13,041) 14,118 △ 1,077

賦課事務諸経費 税務課 112,288 (4,043) (108,245) 112,069 219

徴収事務諸経費 債権管理課 45,199 (18,649) (26,550) 34,941 10,258

統計調査諸経費 企画課 2,422 (0) (2,422) 2,382 40

新規事業開発プロセス構築事業 官民連携推進課 1,880 (750) (1,130) 5,193 △ 3,313

住民情報等電算システム管理事業 デジタル戦略課 27,734 (14,015) (13,719) 5,686 22,048

庁内ＤＸ推進事業 デジタル戦略課 27,091 (4,781) (22,310) 30,918 △ 3,827

ＩＣＴ人材育成事業 デジタル戦略課 1,500 (0) (1,500) 2,000 △ 500

官民連携地域活性化事業 官民連携推進課

　奈良井地区の旧酒蔵を改修して整備した拠点施設を核とした官民連携による地域活性化を目的に、「食×地域×文化」を

テーマとしたイベントの実施や商品開発、メディア展開等を推進し、観光誘客、ブランディング（地元・食材・産業）、

人材育成等を図る。

塩尻型ＭａａＳ構築事業 官民連携推進課

　最適な地域公共交通の形成と交通利便性の向上による高齢者のマイカーから公共交通への転換を促進するため、オンデ

マンドバスを中核に、他の交通モード（定時定路線バス、鉄道等）とシームレスに組み合わされたMaaSシステムを構築す

る。

　令和４年度は自動運転レベル４導入に向けた市内公道における自動運転実証実験、松本市内総合病院を移動目的地とし

た広域連携MaaSアプリ実証実験を行う。

戸籍住民基本台帳事務諸経費 市民課

　戸籍法及び住民基本台帳法並びにマイナンバー法に基づき適正な事務を行う。

　マイナンバーカードの取得促進と併せ、マイナンバーカードを利用した各種証明書のコンビニ交付サービスの利用を促

進し、市民の利便性の向上と事務の効率化を図る。

　令和4年度は、コンビニ交付サービスを利用した証明書交付手数料を窓口交付より引き下げ、利便性に加え、経済的なメ

リットにより、一層の利用促進を図る。
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新規事業 単位：千円

課等名 R4(A) 前倒し(B) R3（C） 増減（Ａ+B-C）

継続事業 単位：千円

課等名 R4(A) 前倒し(B) R3(C) 増減（Ａ+Ｂ-C）

建設課
公共土木施設災害復旧費

91,667 0 0 91,667
　市道高ボッチ線（東山ルート）、市道橋戸線復旧事業

建設課 259,300

　用地取得費（下西条町区線・広丘南保育園北線外）、測量設計

調査委託料（広丘南保育園北線外・桔梗ヶ原郷原線）等

233,900 25,400

△ 47,200

96,900 △ 14,900

20,000 35,000

101,000 66,000

道路施設長寿命化改修事業
　主要幹線道路舗装改良工事費等、橋梁・トンネル定期点検

農林課

農林課

産業政策課 87,500

建設課 82,000

建設課 55,000

建設課 167,000

0

0

0

0

交通安全施設整備事業
　通学路危険箇所対策、交通安全施設設置工事費

建設課

△ 2,400

△ 13,030

10,935

土地改良施設維持管理適正化事業
　揚水機場キュービクル更新工事費、設計委託料等

治山林道事業
　林道片丘線等改良工事費、設計委託料

428,863
　旧楢川支所・図書館分館解体工事費、工事監理委託料

28,836 16,928

30,100

1,100

楢川支所管理運営費
434,000 0 5,137

11,908

0

ため池耐震化事業

土地改良事業
　農業農村基盤整備工事費、設計委託料

社会教育

スポーツ課
131,970 0

32,500

農林課 18,900 33,030

農林課 56,253 45,926

　設計委託料、ため池整備工事費、県営本山ため池耐震工事負担金等

国営県営農業農村基盤整備事業負担金事業
　県営農業農村整備事業負担金（洗馬妙義・今村堰）

塩尻西小学校長寿命化改良事業
　予防的工事実施設計委託料、トイレ改修工事実施設計委託料

日の出保育園増築事業
　増築棟建設工事費、増築棟建設工事監理委託料

0

楢川支所

危機管理課 59,108 31,435

608

0

131,970

教育総務課 3,700 0 3,700

７　主なハード事業一覧

公共施設

マネジメント課
23,700 0 23,700

危機管理課 11,000 0 11,000

事業名等

財産管理事務諸経費
　旧塩尻東支所解体工事費

防災施設・設備等整備事業
　執務室の災害対応機能強化工事費等

体育施設整備事業
　中央スポーツ公園西テニスコート整備設計委託料、増設工事費等

0

0

0

こども課 307,434 0 307,434

27,673

農林課 51,500 34,000 17,500

事業名等

0

0

0

消防施設整備費
　積載車、小型ポンプ購入費等

71,500 16,000

産業政策課 73,300 19,360 53,940

木曽漆器振興事業
　地場産センター施設改修工事費、道の駅木曽ならかわトイレ改築工事費等

商業地活性化事業
　大門駐車場設備改修負担金

0

0

建設課 152,040

（仮称）地域DXセンター整備事業
0 488,503 0

325,840 173,800

生活道路整備事業
　地元要望改良工事費等

幹線道路整備事業
　（仮）歯科大東交差点道路改良工事費、塩尻町交差点道路改良

工事費、（仮）宗賀中央保育園国道線道路改良工事費等

歩道整備事業

道路等維持事業
　地元要望改良工事費、緊急危険箇所補修工事費、舗装修繕工事

費、排水路整備工事費

0

124,900 172,100

488,503
　地域DXセンター整備工事費等

0

官民連携

推進課
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課等名 R4(A) 前倒し(B) R3(Ｃ) 増減（Ａ+Ｂ-C）

市民交流センター管理諸経費
19,642 0 20,905 △ 1,263

　建物外壁防水工事費等

△ 59,200
　公園詳細設計委託料、土地区画整理事業補助金

18,842
　ＣＭ委託料、用地測量、地質調査

9,050

74,100
野村桔梗ヶ原土地区画整理事業

14,900 0

　広丘東通線（吉田、高出野村）設計委託料、都市計画道路工事

負担金、公共施設管理者負担金等

小坂田公園再整備事業
　公園施設工事費等

塩尻駅北土地区画整理事業

事業名等

平出博物館 0
新平出博物館整備事業

27,892

都市計画課

　公園整備工事費等

都市計画道路整備事業

都市計画課 176,600 70,000 440,000

△ 2,697

都市計画課 50,000 50,000 0

社会教育

スポーツ課
2,205 51,095 △ 48,890

社会教育

スポーツ課
36,379 5,387 30,992

文化財課 18,294 20,991
重伝建整備事業

都市計画課

市民交流

センター

※1　主なハード事業の金額欄には、工事請負費や設計委託料といった資本的支出のみ掲載しているため、「施策体系別

　　予算の概要」の事業費とは一致しない場合があります。

教育総務課 0 3,600 182,300

教育総務課 39,000 1,600 37,400

塩尻西部中学校長寿命化改良事業
　予防的修繕工事費、トイレ改修工事費、工事監理委託料

中学校プール改修事業
　広陵中学校プール改修工事費、改修工事監理委託料

0

185,900

　奈良井、木曽平沢地区修理修景事業補助金

公民館分館施設整備事業
　地区公民館・分館施設の改修補助金

文化会館改修事業
　建物外壁防水・吊天井耐震化改修調査業務委託料

ウイングロード管理事業
　ウイングロードビル設備改修負担金

0

社会教育

スポーツ課

総合文化センター管理事業
22,660 0 6,138 16,522

　施設照明LED化工事費・トイレ洋式化工事費

0

0

0

159,300 366,000 △ 206,700

都市計画課 20,000 39,600 △ 19,600

333,400

0

0
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８ 経費削減の取り組み 

本市では、平成２７年度決算において経常収支比率が急激に悪化したことを受け、

行政改革基本方針に基づくＢＰＲ（業務の抜本的な見直し）を推進しており、令和３

年度からは「塩尻市ＤＸ戦略」に基づくＩＣＴツールの有効活用などにより、経費削

減の取り組みを加速化している。  

（１）ＩＣＴツールを活用したＢＰＲの例  

申請の電子化

•年度当初の利用許可申請手続きを、原則電子申請に変更

作業の効率化

•RPAを利用し、システム取込用データ作成を自動化。電子申請内の氏名及びフリガナ
をキーにシステムを検索、該当者のIDを取得し、電子申請データに追記。

•児童クラブ管理システム（独自Access）を改修し、取込用データの一括取込を実現。

様式等の見直し

•電子申請化にあわせて申請項目を精査、必要書類をデータ添付に変更。

見直しの定性効果

•申請する市民が家にいながら手続きを行うことが可能になった。（電子申請率93％）

児童クラブ等利用許可申請受付 担当部署 教育総務課

業務概要

•児童館利用希望者に案内

•利用許可申請を受理し、利用許可及び利
用料算定に必要な世帯状況等を確認

•児童クラブ管理システムに登録

•利用許可証を発行

業務フロー

After

現状と課題

•紙の申請書のため、不備がある場合は電
話又は対面で依頼しており、利用する市
民、教育総務課・児童館職員双方の負担
が大きい。

•申請情報をシステムに１件ずつ手入力す
る必要がある。

申請書を紙で受領

申請を電子申請
で受領

児童館と教育総務課で
不備チェック（紙）

１件ずつシステム
に手入力

システムで
一括取込み

BPRの内容と効果

定
量
効
果

Before

教育総務課で不備
チェック（PC）

利用許可証の
発行・送付

利用許可証の
発行・送付

RPAで取込用データ
を作成

児童ｸﾗﾌﾞ
システム

児童ｸﾗﾌﾞ
システム

電子申請
システム

 

その他の主な取り組み  

所管課 取り組み内容  削減時間  

総務人事課 職員個人目標管理カードの電子化・ＲＰＡ活用  △163 時間  

総務人事課 職員採用試験申し込みの電子化  △83 時間  

健康づくり課 風しん予防接種受診記録登録のＲＰＡ活用  △102 時間  
 

（２）当初予算への反映状況  

新型コロナウイルス感染症対応などの臨時的な経費の増加に伴い、予算総額は平常

時よりも高水準で推移しているものの、経常的な事務管理経費についてはＢＰＲの効

果などによる削減を見込んでいる。  

 （主な削減経費）郵  便  料  Ｒ３：47,123 千円→Ｒ４：41,703 千円（△5,420） 

         印刷製本費  Ｒ３：45,646 千円→Ｒ４：42,519 千円（△3,127） 
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令和４年３月  

〒399-0786 

塩尻市大門七番町３番３号  

塩尻市企画政策部財政課  

     TEL 0263-52-0280（内線 1361） 

     FAX 0263-52-1158 

     E-mail zaisei@city.shiojiri. lg. jp 

 


